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リスク評価（一次）評価Ⅱにおけるクロロエチレンの評価結果について 

 

＜評価結果及び今後の対応について＞ 

○クロロエチレンについて、人健康影響に係る有害性評価として、既存

の有害性データから一般毒性、生殖発生毒性及び発がん性の有害性評

価値を導出し、暴露評価として、化審法の届出情報、PRTR 情報等に基

づく予測環境中濃度の計算、環境モニタリングによる実測濃度を収集

し、暴露濃度等の推計を行った。これらを比較したリスク評価の結果、

PRTR 情報に基づく暴露濃度等が有害性評価値を超えた地点はなく、環

境モニタリングによる実測濃度から推計された摂取量が有害性評価値

を超えた地点が水域のみで１地点確認された1。また、製造・輸入数量

の経年変化はほぼ横ばいで近年は減少傾向にあり、各法令に基づく取

組や事業者の管理の促進等により、PRTR 排出量は過去５年間で半減し

た。 

○このことから、現在得られる情報・知見の範囲では、現状の取扱い及

び排出の状況が継続しても、広範な地域での環境の汚染により人の健

康に係る被害を生ずるおそれがあるとは認められないと考えられる。 

○上記の結果及び、生態影響においても優先評価化学物質相当ではない

と判定されている2ことから、化審法第１１条第２号ニ3に基づき優先評

価化学物質の指定の取消しを行い、一般化学物質として製造・輸入数

量等を把握することとする。 

○なお、この物質については、化学物質管理、大気汚染及び水質汚濁等

に関する他法令に基づく取組を引き続き適切に推進していくととも

に、PRTR 排出量・環境モニタリングテータ等を注視していく。 

 

                                                   
1 クロロエチレンの環境モニタリング情報に基づく評価においては、実測濃度から推計された摂

取量が有害性評価値を超えた地点が水域１地点のみであること、その地点の経年状況及び実測濃

度の値、直接排出以外の要因で環境中に存在する経路の可能性が示唆されていることなどを踏ま

える必要がある。 
2 「優先評価化学物質の指定根拠外項目の評価（スクリーニング評価に準じた評価）」により優先

度「中」（生態影響有害性クラス「３」、暴露クラス「３」）。（平成 26 年度第 7 回薬事・食品衛生

審議会薬事分科会化学物質安全対策部会化学物質調査会、平成 26 年度化学物質審議会第 2 回安全

対策部会、第 149 回中央環境審議会環境保健部会化学物質審査小委員会（平成 26 年 11 月 28 日） 

資料７－３） 
3 「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（昭和 48 年 10 月 16 日法律第 117 号）（抄） 
（優先評価化学物質の指定の取消し）  
第１１条 厚生労働大臣、経済産業大臣及び環境大臣は、優先評価化学物質が次の各号のいずれ

かに該当するときは、その指定を取り消し、遅滞なく、その旨を公表しなければならない。  
２ 前条第１項の資料の提出、同条第２項の報告その他により得られた知見及びその製造、輸

入、使用等の状況からみて、次のイからニまでのいずれかに該当するとき。 
ニ 当該優先評価化学物質による環境の汚染により人の健康に係る被害又は生活環境動植物

の生息若しくは生育に係る被害のいずれも生ずるおそれがないと認めるに至つたとき。 
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評価の概要について 

（１）評価対象物質について 

 本評価で対象とした物質は表１のとおり。 

 

表１ 評価対象物質の同定情報 

評価対象物質名称 クロロエチレン（別名塩化ビニル） 
構造式 

 
分子式 C2H3Cl 
CAS 登録番号 75-01-4 

 

（２）物理化学的性状、濃縮性及び分解性について 

 本評価で用いたクロロエチレンの物理化学的性状、濃縮性及び分解性は表２、表３

のとおり。 

 

表２ モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ 

項目 単位 採用値 詳細 

分子量 － 62.5 － 

融点 ℃ -153.8 測定値か推計値か不明 

沸点 ℃ -13.8 
101,300 Pa での値 (測定値か推計値か

不明) 

蒸気圧 Pa 333,000 20℃,測定値 

水に対する溶解度 mg/L 9,086 
20.5℃における測定値を 20℃に補正し

た値 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間の分配

係数(logPow) 
－ 1.46 25℃, OECD TG 107, 測定値 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 2,180 
複数温度での測定値を用いて、20℃に内

挿した値 

有機炭素補正土壌吸着係数

(Koc) 
L/kg 18 

logPow を用いた KOCWIN (V.2.00)による

推計値 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 3.16 カテゴリーアプローチの最小値 

生物蓄積係数(BMF) － 1 logPow と BCF から設定 

解離定数 － － 解離性の基を有さない物質 
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表３ 分解に係るデータのまとめ 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

OH ラジカルとの反応 2.4 

26℃での反応速度定数の測定値から

OH ラジカル濃度 5×105 molecule/cm3

として算出 

オゾンとの反応 46 
室温での反応速度定数から、オゾン濃

度 7×1011 molecule/cm3として算出 

硝酸ラジカルとの反応 145 

25℃での反応速度定数の測定値から

硝酸ラジカル濃度 2.4×108 

molecule/cm3として算出 

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 180 
水中におけるスクリーニング試験結

果に基づく半減期 

加水分解 365 
高温の測定データから環境条件に外

挿された半減期 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 60 
14C 標識クロロエチレンを使用した試

験での半減期 

機序別の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 365 水中加水分解の項参照 

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 248 
底質での嫌気的生分解試験での半減

期からの補正値 

加水分解 365 水中加水分解の項参照 

NA：情報が得られなかったことを示す 
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（３）有害性評価 

  クロロエチレンの有害性情報は表４のとおり。 

 

表４ 有害性情報のまとめ 

有害性評価

項目 

人健康 

一般毒性 生殖発生毒性 発がん性 

経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 

NOEL 等、ﾕﾆ

ｯﾄﾘｽｸ、ｽﾛｰ

ﾌﾟﾌｧｸﾀｰ 

NOAEL 0.13 

mg/kg/day 

LOAEL 26mg/m3 

(6h/d,6d/w) 
－ 

NOAEL 

130mg/m3 

(7h/d,7d/w) 

63mg/kg/day 

ｽﾛｰﾌﾟﾌｧｸﾀｰ 

0.147 

(mg/kg/day)-1 

ﾕﾆｯﾄﾘｽｸ 

1×10-6 

(μg/m3)-1 

不確実係数

積(UFs) 
100 1000 － 100 

－ － 

有害性評価

値 

1.3×10-3 

mg/kg/day 

4.1×10-3 

mg/kg/day 
－ 

0.63 

mg/kg/day 

6.8×10-5 

mg/kg/day 
0.010 mg/m3 

NOEL等の根

拠 

ﾗｯﾄ,149 週間,

経口投与試験, 

肝臓への影響 

ﾗｯﾄ,3、6、12

か月精巣の精

細管障害(6,12

か月)、肝臓の

相対重量増加

(6 か月) 

－ 

ﾏｳｽ,妊娠

6-15 日,生存

胎児数減少、

胎児体重の

減少、骨格変

異（頭骨、胸

骨の骨化遅

延）の増加 

ﾗｯﾄ,135 週

間,混餌投与

試験,肝細胞

がん 

（疫学調査）

肝・胆道系が

ん 

 
一般毒性、生殖発生毒性及び発がん性の有害性評価項目のうち、経口及び吸入暴

露のいずれにおいても、最も感受性の高い指標となるのは発がん性であった。発が

ん性は、暴露経路に依存せず誘発される可能性が高いことから、各々の暴露推計量

に基づくリスク比の合計値をもってリスク評価を行うことが毒性学的に妥当。 

 
 
（４）リスク推計結果の概要 

①排出源ごとの暴露シナリオによる評価 

・化審法の届出情報を用いた結果及び、PRTR 届出情報を用いて、排出源ごとの暴

露シナリオの推計モデル（PRAS-NITE）により、評価を行った。それぞれの推

計結果は表５～７4、表８～１０5のとおり。 

・化審法の届出情報を用いた結果、一般毒性及び発がん性においてリスク懸念箇

所が認められたが、PRTR 届出情報を用いた結果ではリスク懸念箇所は認められ

なかった。 PRTR 届出情報は化審法で届け出られたクロロエチレンのライフサ

イクルステージを反映したものであり、PRTR 届出情報に基づくリスク推計結果

の方がより実態を反映していると考えられる。 

  

                                                   
4 クロロエチレンの製造箇所 6 箇所、用途別都道府県別出荷先 14 箇所より、リスク評価を行う仮

想的な排出源の数を 20 箇所と設定。 
5 クロロエチレンの PRTR 届出事業者数 38 箇所、移動先の下水道終末処理施設 1 箇所より、排

出源の数を 39 箇所と設定。 
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表５ 化審法届出情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 7/20 2,198 

吸入経路 大気排出分 12/20 212 

 

表６ 化審法届出情報に基づく生殖発生毒性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 - - - 

吸入経路 大気排出分 0/20 0 

 

表７ 化審法届出情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 17/20 5,338 

吸入経路 大気排出分 12/20 234 

経口経路＋吸入経路 大気・水域排出分 17/20 5,338 

 

表８ PRTR 情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 0/39 0 

吸入経路 大気排出分 0/39 0 

 

表９ PRTR 情報に基づく生殖発生毒性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 - - - 

吸入経路 大気排出分 0/39 0 

 

表１０ PRTR 情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 0/39 0 

吸入経路 大気排出分 0/39 0 

経口経路＋吸入経路 大気・水域排出分 0/39 0 
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②様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 

・PRTR 届出情報及び届出外排出量推計を用いて、様々な排出源の影響を含めた暴

露シナリオによる推計モデル（G-CIEMS）により、大気中濃度及び水質濃度の

計算を行い、評価対象地点とした環境基準点を含む 3,705 地点のリスク推計を

行った。 

・推計結果は以下のとおり。この結果、経口経路及び吸入経路において、HQ≧1

となる地点はなかった。 

 
表１１ G-CIEMS による濃度推定結果に基づく HQ 区分別地点数 

ハザード比

の区分 

経口経路 吸入経路 経口＋吸入経路 

経口 

一般毒性 

経口 

発がん性 

吸入 

一般毒性 

吸入 

生殖発生毒性 

吸入 

発がん性 

発がん性 

1≦HQ 0 0 0 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 0 0 0 0 

HQ<0.1 3,705 3,705 3,705 3,705 3,705 3,705 

 
③環境モニタリングデータによる評価 

・直近年度（平成 19～23 年度）のクロロエチレンの大気及び水質モニタリングデ

ータを元に、評価を行った。直近年度の結果は表１２、表１３のとおり。 

・大気においては、HQ が１以上となる地点はなく、水質においては、HQ が１以上

となる地点が１地点あった6。 

 

表１２ 大気モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数 

ハザード比の

区分 

大気モニタリング濃度の測定地点数（直近 5年のべ数） 

吸入一般毒性 吸入生殖発生毒性 吸入発がん性 経口一般毒性 経口発がん性 

1≦HQ 0 0 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 13 0 13 0 0 

HQ<0.1 1,762 1,775 1,762 1,775 1,775 

 

表１３ 水質モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数 

ハザード比 

の区分 

水質モニタリング濃度の測定地点数（直近 5年のべ数） 

経口一般毒性 経口発がん性 

1≦HQ 0 1 

0.1≦HQ＜1 0 22 

HQ<0.1 3,028 3,005 

 

（以上） 

                                                   
6 リスク推計において HQ≧1 となりリスク懸念とされた水質モニタリング情報について、PRTR
届出情報では周辺及び上流域にクロロエチレンの発生源となる事業所が特定できなかった。直近

5 年間は当該地点を毎年測定しているが、高濃度となったのは HQ≧1 となった 1 年のみであり前

後の年度では不検出であった。 
 


